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　本研究は，健康面に課題を有すことが多い重複障害児が約 8 割を占める肢体不自由特別支援学校で行われ
る自立活動の区分「健康の保持」の指導について，看護師による医療的ケアや養護教諭による配慮等を含め
た「健康面に関する指導」というより広い観点から，その実態について 2 校を対象として予備的に調査し，
今後の研究を進める上での検討課題を明らかにすることを目的とした。その結果，①医療的ケアや配慮のみ
の対応の場合や，健康面以外の課題を優先する必要がある場合，健康面の指導が必要ないとされた場合にお
いて，本当に指導の必要が無いのか，②健康面の指導が難しいとされた場合において，その困難の原因，③
自立活動で指導しているとされた場合において，実態把握，指導目標および指導内容の設定における「健康
面」の項目や具体的記述が明らかでない，あるいは指導内容の設定において項目の関連付けが明らかでない
事例が少なからずあり，自立活動の指導の計画（記述）と実際に指導されていることとの整合性等，といっ
たことの検討の必要性が明らかになった。
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1．はじめに
　肢体不自由を対象とする特別支援学校に在籍す
る児童生徒は，重複障害が 8 割超に及ぶ（文部科
学省，20182））。また，合併症や 2 次障害を有す
る児童生徒も多い。周知の通り，障害の重度化と
ともに医療的ケアを必要とする児童生徒も多く
なっている。そのため，肢体不自由教育におい
て，健康面の指導は主要な位置を占めてしかるべ
きであろう。大平・一木（20183））は，肢体不自
由特別支援学校で行われる自立活動の区分「健康
の保持」の具体的な指導の内容およびその方法に
ついて，その現状を文献的に明らかにした上で，
十分とはいえないことから，今後の検討が必要で
あるとした。
　そこで本研究では，肢体不自由特別支援学校の
重複障害学級に在籍する児童生徒の自立活動の区
分「健康の保持」に関わる指導の実態について，
まずは自立活動を含めた健康面に関する指導とい
う観点から予備的に調査し，今後の検討課題を明
らかにすることを目的とした。

2．方　法
1）調査対象と手続き
　調査の対象は，肢体不自由特別支援学校の重複
障害学級に在籍する「知的障害特別支援学校の各
教科代替の教育課程（以下，知的代替の教育課
程）」と「自立活動を主とする教育課程」の児童
生徒とし，回答者はその担当教員とした。自立活
動専任などの代表となる教員に調査をとりまとめ
てもらった。調査にあたっては，学校長やアン
ケートの対象となる教員に研究目的および個人情
報の保護の方針を文面もしくは口頭で説明し，研
究協力の同意を得られた場合にのみ回答しても
らった。協力を依頼して承認を得られた九州内の
A 県と B 県の肢体不自由特別支援学校各 1 校に
調査用紙を配布し，75 部の回答が得られた（対
象児童生徒の 48 %）。
2）調査用紙
　本調査は無記名自記式の調査用紙を用いて行っ
た。調査用紙は学校に郵送した。調査用紙は，①
回答者の属性：教職経験年数（通常の学校，特別
支援学校），肢体不自由教育経験年数，所属する
学部・学年，②（担当する）児童生徒の疾患名，
教育課程，③児童生徒の一週間の総授業時数と自
立活動の授業時数（時間における指導の時数を含
む），④児童生徒の健康面の実態に関する 18 項
目，⑤児童生徒の健康面の指導の実施の有無，⑥
実施していない場合の理由，⑦実施している場合

の実施場面，自立活動で実施している場合の指導
目標および指導内容，⑧健康面の実態把握の際に
参考にするものに関する項目から構成された。④
の児童生徒の健康面の実態については，自立活動
の指導上の対象となり得るものとして，学習指導
要領の具体例等の記述から抽出できたものに限定
した。
3）分析
　今回は，自立活動「健康の保持」の区分におけ
る課題を探ることを目的としたため，一部未記入
項目のある事例も分析対象とした。
　差異を検討するにあたっては統計的検定を行っ
たが，具体的な方法等は該当箇所で示した。

3．結果および考察
1）回答者の基本情報
　回答者の肢体不自由教育経験年数は，Table 1
のとおりであった。未記入が 2 名いた。
2）児童生徒の基本情報
⑴　学部と教育課程
　児童生徒は，小学部 27 人，中学部 19 人，高等
部 25 人であった。知的代替の教育課程が 26 人，
自立活動を主とする教育課程が 30 人，訪問教育
が 12 人だった。
⑵　疾患
　児童生徒の有する疾患について，ICD-10（疾
病及び関連保健問題の国際統計分類改訂第 10 版）
に基づいて分類すると，神経系の疾患が 71 名

（56%），先天奇形，変形及び染色体異常が 22 名
（17%），精神及び行動の障害が 7 名（6%），呼吸
器系の疾患が 4 名（3%），循環器系の疾患が 3 名

（2%），周産期に発生した病態が 3 名（2%），そ
の他が 18 名（14%）であった。神経系の疾患の
うち，最も多い疾患は脳性まひであった。

Table 1　回答者の肢体不自由教育経験年数
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＜3  24 0 

＜6  14 1 

＜9  8 1 

＜12  4 2 

＜15  5 1 

＜18  0 0 

＜21  3 0 

≦24  2 1 
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⑶　授業数
　児童生徒の一週間の総授業時数，自立活動の授
業時数，そのうちの時間における指導の授業時数
は，知的代替の教育課程がそれぞれ平均 32，9.3，
5.8 時間，自立活動を主とする教育課程が 32.7，
9.5，6.4 時間，訪問教育が 5.6，3.9，3.7 時間で
あった。
⑷　健康面の実態
　児童生徒の健康面の実態は，Fig.1 のとおりで
あった。以下，％の数値はすべて全対象者におけ
る割合を示した。
　不定時の就寝・起床 26 名（35.6％）のうち覚
醒維持が困難な者が 10 名（13.7％），不定時の
就寝・起床だが覚醒維持ができている者が 16 名

（21.9％），定時の就寝・起床（47 名：64.4％）だ
が覚醒維持が困難な者が 6 名（8.2％），問題なし
が 41 名（56.2％）だった。
　発作を十分に抑制できていない児童生徒が 16
名（21.6％）だった。そのうち抗てんかん薬を服
用していない者が 3 名いた。なお，「抑制の困難」
に非該当のうち，服用もしていない者，すなわち
発作がないと判断される者が 25 名（33.8％）だっ
た。
　体温調整が困難な者は 35 名（46.7％）だった。
　痰があって吸引しているが酸素摂取が不十分
な者が 8 名（10.7％），痰がなく吸引もしていな
いが酸素不十分な者が 1 名（1.3％）だった。痰
があって吸引していて酸素が十分な者が 8 名

（10.7％）だった。痰があっても吸引していない
が酸素が十分な者が 6 名（8％）だった。特に問
題がない者，すなわち痰がなく吸引も必要とせず
酸素も十分に摂取できている者が 52 名（69.3％）

だった。脈拍が不安定な者が 7 名（9.3％）だっ
た。
　経管栄養の児童生徒（17 名：22.7％）のうち，
一日に必要な量の食事を摂取できていない者が
5 名（6.7％）で，そのうち 2 名（2.7％）は誤嚥
も認められた。一方，12 名（16％）は摂取がで
きていたが，そのうちの 3 名（4％）は誤嚥が認
められた。経管栄養でない児童生徒のうち，3
名（4％）は摂取が困難だった。そのうち誤嚥が
認められたのは 1 名（1.3％）のみだった。55 名

（73.3％）は摂取が可能であったが，そのうちの 3
名（4％）は誤嚥が認められた。
　排泄については，おむつを使用する者が 65 名

（86.7％）と大半であり，使用しない者は 10 名
（13.4％）のみだった。排泄方法については Fig.1
では省略してあり，別途，後述する。排泄の意
思表示が困難な者（50 名：66.7％）のうち，1 名

（1.3％）をのぞき，49 名（65.3％）がおむつを使
用していた。意思表示が可能だが，おむつを使用
する者が 16 名（21.3％）いた。意思表示が可能
でおむつも使用しない者は 9 名（12％）であっ
た。おむつを使用する者のうち，下剤を使用する
者が 29 名（38.6％）で，そのうち 10 名（13.3％）
は便秘ではないとされた。備考に「毎日浣腸して
いる」という記述が認められたことから，下剤を
使用しているため便秘ではないとみなされている
と思われる。逆に残る 19 名は下剤をしても便秘
であるか，便秘なので下剤を使用しているとされ
た場合の両者が考えられる。一方，下剤不使用で
便秘がちである者が 14 名（18.7％）いた。下剤
不使用で便秘でもない者は 22 名（29.3％）だっ
た。おむつを使用しない 10 名のうち，便秘がち

Fig. 1　児童生徒の健康面の実態
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た。意思表示が可能だが，おむつを使用する者が

16名（21.3％）いた。意思表示が可能でおむつも

使用しない者は 9名（12％）であった。おむつを

使用する者のうち，下剤を使用する者が 29 名

（38.6％）で，そのうち 10 名（13.3％）は便秘

ではないとされた。備考に「毎日浣腸している」

という記述が認められたことから，下剤を使用し

ているため便秘ではないとみなされていると思わ

れる。逆に残る 19 名は下剤をしても便秘である

か，便秘なので下剤を使用しているとされた場合

の両者が考えられる。一方，下剤不使用で便秘が

ちである者が 14 名（18.7％）いた。下剤不使用

で便秘でもない者は 22 名（29.3％）だった。お

むつを使用しない 10 名のうち，便秘がちで下剤

を服用する者が3名（4％）だった。残る7名（9.4％）

は下剤不使用だったが，そのうち 2名（2.7％）は
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で下剤を服用する者が 3 名（4％）だった。残る
7 名（9.4％）は下剤不使用だったが，そのうち 2
名（2.7％）は便秘がちだった。排泄方法につい
て， Fig. 2 に示した。おむつで排泄するが，おま
るや学校のトイレではしない場合に「おむつの
み」とした。38 人（51％）だった。おむつでは
せずにおまるでする場合は「おまる」とした。0
人だった。おむつではせずにトイレでする場合

（おまるでもする場合も含む）は「トイレ」とし
た。10 人（13％）だった。それ以外，すなわち
おむつでするが，おまるもしくは／およびトイレ
でもする場合は「おむつもしくはトイレ可」とし
た。27 人（36％）だった。
　各項目の関係について全体的な傾向をみるため
に，数量化Ⅲ類を適用した。数量化解析により，
相関係数が 0.3 以上だったのは第 1 軸～第 3 軸
だった。そこでこれら 3 軸について，得られたカ
テゴリースコアに基づきクラスター分析（Ward
法）を行った。係数（距離）から 6 クラスターに
分類できた。「不定時の就寝・起床」あり，「日
中の覚醒維持困難」あり，「抗てんかん薬の服
用」あり，「体温調節の困難」あり，「意思表示の
困難」あり，「おむつ」使用，「トイレ」不使用，

「下剤の使用」ありのクラスター（以下，クラス
ター 1），「発作の抑制の困難」あり，「おまる」
で排泄するクラスター（以下，クラスター 2），

「不十分な酸素摂取」ありで「不安定な脈」あり
のクラスター（以下，クラスター 3，「痰」あり
で「痰の吸引の必要」あり，「経管栄養」で「誤
嚥」があり，「必要量の食事摂取困難」ありのク
ラスター（以下，クラスター 4），「抗てんかん薬
の服用」なし，「排泄の意思表示の困難」なしで

「おむつ」ではなく「トイレ」で排泄するクラス
ター（以下，クラスター 5），その他（以下，ク
ラスター 6）である。クラスター 6 は，クラス
ター 1 ～ 4 の項目と反対の項目からなるもので，
基本的にポジティブな（問題なしの）内容の項目
で構成されたクラスターである。クラスター 5 の
項目については，これと反対の項目はすべてクラ
スター 1 に含まれていた。なお，上記クラスター
の順番は，クラスター凝集過程の順番とは一致し
ない。クラスター 1 は，いわゆる自立活動を主と
した教育課程で学ぶ重複障害の子どもの状態像を
表しているといえよう。これに対してクラスター
2 は解釈が難しいが，発作の抑制が困難で，おま
るを使用していることから，状態像としては発作
を主たる原因とした精神運動発達遅滞を特徴づ
けるようなクラスターと思われる。クラスター 3

は，酸素摂取量が不十分で脈拍が不安定という呼
吸循環系機能の問題を表している。また，クラス
ター 4 は，痰があり，その吸引を必要とし，経管
栄養で誤嚥があり，必要な食事量が摂取できてい
ないという，医療的ケアを必要とする重度の子ど
もの臨床像を表しているといえよう。これらに対
し，クラスター 5，6 は基本的に問題が無い状態
を表すクラスターである。クラスター 5 は，抗て
んかん薬を服用せず，排泄の意思表示が可能で，
おむつないしトイレを使用するもので，クラス
ター 1 に示される状態像の子どもに対し，排泄面
に問題がない状態を特徴づけていると思われる。
特にそうした排泄面の問題は，抗てんかん薬の服
用と関連づけられる点が興味深い。
　健康面の実態について設定した項目以外があれ
ば自由記述を求めたが，「睡眠不足（のため泣き
続ける）」，「風邪をひきやすい」，「脱臼，側彎，
変形・拘縮がある」，「低血糖を起こすことがあ
る」，「筋緊張が強く筋弛緩剤を服用」，「尿量コン
トロールが難しく点鼻薬使用」などがあった。

3）健康面に関する指導の実際と今後の検討課題
　上記のような実態像を示す児童生徒であること
を踏まえ，健康面の指導の実際とそこから得られ
た今後の検討課題について，Fig. 3 にまとめた。
以下，その内容についてみていく。なお，％の数
値はすべて内訳の割合を示した。
⑴　健康面に関する指導の概要について
　健康面に関する指導が行われていたのは，75
名中 35 名（46.7％）で，40 名（53.3％）では行
われていなかった（Fig.3－①）。両者について，
以下に詳細をみていく。
　健康面の指導の実施場面は（Fig.3－②），ア

「看護師と連携して医療的ケアで」が 9 名（25.7%），
イ「養護教諭と連携して配慮で」が 35 名中 2 名

Fig. 2　児童生徒の健康面の実態：排泄方法
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（5.7%），ウ「自立活動の指導で」が 33 名（94.3%）
だった（複数回答）。「健康面の指導をしている」
としながら，指導場面で「医療的ケアを通じて看
護師が行っている」を選択している場合は「指
導」と「医療的ケア」を，「養護教諭と連携して
配慮で」を選択している場合は「指導」と「配
慮」を明確に区別していない可能性がある。
　健康面の指導を行っていない理由として（Fig.3
－③），エ「看護師との連携の下，医療的ケアで
対応することとしている」が 40 名中 6 名（15%），
オ「教師または養護教諭の配慮で対応することと
している」が 13 名（32.5%）だった。これらは上
記とは逆に，「医療的ケア」や「配慮」を「指導」
と区別しているといえる。カ「健康面以外の課題
の改善を優先的に指導する必要がある」が 12 名

（30%），キ「児童生徒の健康面に関する指導が難
しい」が 5 名（12.5%），ク「児童生徒の実態か
ら健康面の課題を改善する必要がない」が 16 名

（40%）だった（複数回答）。
　以下に，健康面の指導の有無とその詳細につい
てみていく。
⑵�　健康面の改善の必要がなく指導を行っていな

い場合について
　健康面の課題を改善する必要がないため指導し
ていない場合（Fig.3－③－ク）と，自立活動で
指導をしている場合（上述の通り，健康面の指導
とした場合の他の 2 項目，すなわち医療的ケアお
よび配慮は，指導とはいえないため，ここでは自
立活動の指導に限定）とを比較すると，対象児
童生徒の健康面の実態において「痰が絡む」（順
に 16 名 中 1 名：6.3 ％，35 名 中 12 名：36.4 ％，
Fisher’s exact test，p=.024， 効 果 量　Cohen’s 
h=-.789，以下同），「排泄の意思表示の困難」（4
名：25％，25 名：75.8％，p=.001，h=1.06），「学
校のトイレで排泄ができない」（4 名：25％，21
名：63.6％，p=.012，h=-.799）の＜ 3 つの実態
内容＞で差がみられた（Fig.3－④）。これらの該
当頻度が少ない場合，健康面の指導が必要でない
と判断される可能性がある。しかし逆に，3 つの
実態内容に該当しており，自立活動で健康面の指
導を行っていると回答している場合に指導されて
いるかというと，自立活動の指導目標とその設定
に際して考慮した児童・生徒の実態の詳細，具体
的な指導内容にこれらの内容を指導していること
を明確に示す記述は 1 名を除き，認められなかっ
た（Fig.3－⑤）。その 1 名も，考慮した実態に記
述が認められるが，指導目標にはその改善を反映
する記述は認められなかった。ただし，一般的な

「意思表出」や「姿勢」の指導を行っている場合
は何例かあった（※「トイレでできる」ためには
トイレに行きたいという意思表出およびトイレに
座ることができないといけない）。これらに健康
面の改善（※のような内容）が含まれているのか
については，今後，検討が必要である。なお，指
導目標の設定に際して考慮した実態に排痰の必要
が記述されているにもかかわらず，児童生徒の健
康面の実態において「痰が絡む」が選択されてい
ないケースもあった。これらが，単なる計画の

「記述」の問題なのか，すなわち計画から読み取
れないだけで健康面の実態内容が実際に指導され
ているのかについては，今後，検討の余地がある

（Fig.3－⑥）。また，対象児童生徒の健康面の実
態との関連に限定せず，自立活動で健康面の指導
が必要ないと判断される場合の要因について，検
討していく必要があろう（Fig.3－⑦）。
⑶�　指導が難しく健康面の指導をしていない場合

について
　健康面の指導を行っていない理由を「健康面の
指導が難しいため」（Fig.3－③－キ）とした 5 名
の中で，「把握した実態に基づいて，指導目標を
設定することが難しいため」が 3 名，「指導目標
を達成するための指導内容を設定することが難し
いため」が 2 名だった（Fig.3－⑧）。「児童・生
徒の健康面の実態を把握することが難しいため」，

「健康面の指導の参考にできる具体的な知見（本
などの文献）が少ないため」は 0 名だった。これ
自体は，「健康の保持」の実態把握は行い易いが，
その指導は難しいと教師が感じていると報告した
山田・船橋（20174））の結果とも一致する。しか
し，そもそも山田ら 4）の結果でも指導が難しい
としたのは全体で 22％であり，絶対数が少ない。
今後，教師が健康面の指導を行う上での困難を検
討していく上で，この点は念頭におく必要がある。
　健康面の指導を行っていない理由として「指導
が難しいため」を選択した回答者 5 名はすべて，
対象とした 2 校のうちの 1 校に限られていた。そ
こで当該の 1 校についてみると，健康面の指導
を「自立活動で行っている」とした回答者 25 名
との比較において，健康面の実態把握を行う際に
参考にしているもののうち「学校独自のツール」
においてのみ差が認められた（p=.031，h=-1.69）

（Fig.3－⑨）。「学校独自のツール」の書式を分析
したところ，自立活動の 6 区分ごとに細かく分け
られた項目をチェックして実態把握し，明らかに
なった実態を相互に関連付けて個別の指導計画
の目標設定へつなげることを踏まえた書式だっ
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た（Fig.3－⑩）。健康面の指導の困難さの一因は，
実態把握から指導目標の設定に至るまでの手続き
にある可能性が考えられる。実態把握を踏まえて
指導目標さらには指導内容を設定する手続きと指
導の困難さの関連について，さらに検討していく
必要がある（Fig.3－⑪）。一方，学校のツールが
ありながら活用していないために指導が困難とし
ているとすれば，ツールの有用性に関する情報提
供の必要性について指摘できよう。ただし，当該
のツールの実態把握の内容は，発達的側面のみで
あり，ICIDH における医学モデルの側面にしか
対応していなかった（医学モデルである ICIDH
の枠組みでは，「実態把握」＝「機能把握／発達
把握」であった）。この点に関し，今回の学習指
導要領改訂では「課題」の概念が提示されてお
り，ICF の観点に基づいて収集した実態を踏まえ
た上で課題を整理するプロセスの担保が重要であ
る。その意味では，当該の児童生徒の生活の成立
構造において，健康面の問題がどのように位置づ
くのか，そうした観点を踏まえて今後，検討して
いく必要があろう。Fig. 4 に実態把握の際に参考
にしている内容について，全体の選択状況を示し
た。
　なお，「その他」が 2 名おり，「健康面の管理の
ほとんどは施設が行っているため」と，「教育課
程上，指導する時間が無い」が理由として挙げら
れていた。いずれも高等部の訪問教育の生徒で
あった。
⑷�　他の課題の改善を優先するために健康面の指

導を行っていない場合について
　健康面の指導を行っていない理由を「健康面以
外の課題の改善を優先的に指導する必要があると
考えたため」（Fig.3－③－カ）とした 12 名の内
訳は，小学部 2 名（小学部で指導を行っていない
場合の 18.2%），中学部 2 名（16.7%）だったが，
高等部は 7 名（46.7%）だった。高等部の生徒を
担任している教師の約半数が「健康面以外の課題
の改善を優先的に指導する必要があると考えたた
め」を挙げていたことになる（Fig.3－⑫）。各学
部について，自立活動の指導目標の設定の際に把
握された全実態に占める自立活動各 6 区分の割
合についてみたところ，有意差が認められ（χ 2= 
38.1，df=10，p<.01，V =.21），「健康の保持」に
関する実態の割合は，小学部（16.8%）で有意に
多く（Z=3.04，p<.01），高等部（3.5%）では有意
に少なかった（Z=-3.40，p<.01）。一方で，「コ
ミュニケーション」に関する実態の割合は，小学
部（11.8%）で有意に少なく（Z=-2.60，p<.01），

高 等 部（26.1%） で 有 意 に 多 か っ た（Z=3.49，
p<.01）。一木・安藤（20101））は「卒業を間近に
控える学部ほど，卒業後の社会生活に必要な力を
具体的に想定した指導を意識する」と述べてい
る。本調査の結果において，小学部よりも高等部
で「コミュニケーション」の割合が大きくなって
いた理由は，「卒業後の社会生活に必要な力」が

「コミュニケーション」の区分に含まれているこ
とが考えられ，高等部においてコミュニケーショ
ンが健康の保持よりも優先された可能性が指摘で
きる（Fig.3－⑬）。この点について，優先されて
いる課題とその理由を明らかにすることで，その
妥当性を検討していく必要がある（Fig.3－⑭）。
なお，小学部では「環境の把握」も有意に多かっ
た（Z=2.31，p<.05）。中学部では「心理的な安
定」が多かった（Z=3.38，p<.01）。やはり年齢等
の要因によって学部ごとに重視される区分が異な
ることが示唆される。
⑸�　｢医療的ケア」や「配慮」で対応している場

合について
　先述の通り，「健康面の指導をしている」とし
ながら指導場面で「医療的ケアを通じて看護師が
行っている」を選択している場合は，「指導」と

「医療的ケア」を明確に区別していないことが考
えられる（Fig.3－⑮）。今後の調査で区別の有無
を明らかにした上で，さらには「医療的ケア」の
みの対応に終わるのではなく指導も行っていく必
要性について検討していく必要がある（Fig.3－
⑯）。
　一方，「健康面の指導をしていない」理由に

「健康面の課題については，教師の配慮で対応す
ることとしているため」,「健康面の課題につい
ては，養護教諭との連携の下，配慮で対応するこ
ととしているため」もしくは「看護師との連携
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の下，医療的ケアで対応することとしているた
め」を選択している場合は，「指導」と「配慮」
や「医療的ケア」の区別をした上で健康面の指導
をしていないと考えられる。これらの場合は，児
童生徒の健康面の実態に指導の余地がなく，やむ
なく「配慮」や「医療的ケア」で対応している場
合が含まれている可能性が考えられる。この点に
ついて，自立活動で健康面の指導をしている場
合との間で児童生徒の実態を比較すると，「教師
の配慮で対応することとしている」場合で「抗
てんかん薬の服用」が多く（順に 35 名中 20 名：
60.6％，13 名中 12 名：92.3％，p=.035，h =.795），

「看護師との連携の下，医療的ケアで対応するこ
ととしている」場合で「経管栄養」が多かった

（8 名：24.2 ％，5 名：83.3 ％，p=.011，h=1.27）。
これ以外はすべて差が無かった。「養護教諭との
連携の下，配慮で対応することとしている」場
合にはすべて差が無かった（Fig.3－⑰）。これ
ら差が無い項目について，「配慮」や「医療的ケ
ア」で健康面の実態にアプローチするだけでな
く，自立活動における「指導」として，積極的に
健康面の実態の改善をはかっていく必要が示唆さ
れる（Fig.3－⑱）。また，今後の調査で自立活動
の指導の必要性の有無を明らかにする必要がある

（Fig.3－⑲）。なお，養護教諭による場合は「指
導」の場合もあり得るが，その場合も教師が自立
活動で行う必要性がないのかといった点につい
て，検討していく必要がある。
⑹�　自立活動で健康面の指導をしている場合につ

いて
　健康面の指導を自立活動で指導しているとした
場合の 33 名のうち，自立活動で指導していると
しながら，自立活動の指導目標の設定に際して考
慮した実態に健康面の内容が含まれていない場
合が 18 名，認められた（Fig.3－⑳）。これらが，
単なる計画の「記述」の問題なのか，すなわち計
画から読み取れないだけで健康面の実態内容が実
際に指導されているのかについては，今後，検討
の余地がある（Fig.3－�）。
　以下，考慮した実態に健康面が含まれていた
15 名についてみていく（Table 2）。
　自立活動において健康面の指導をしている場合
の実態をみると，最終的に指導内容に関連付けら
れた項目として「健康の保持」の項目が示されて
いた場合が 12 名であり，3 名は示されてはいな
かった（Table 2－�）。この 3 名については，指
導目標および指導内容の具体的記述においても健
康面に関する記述が認められないことから，指導

しているか否かが明らかではなく，少なくとも計
画上は指導していないと判断された（Table 1－
�）。これらが，単なる計画の「記述」の問題な
のか，すなわち計画から読み取れないだけで健康
面の実態内容が実際に指導されているのかについ
ては，今後，検討の余地がある（Table 1－�）。
　一方，最終的に指導内容に関連付けられた項目
として「健康の保持」の項目が示されていた 12
名のうち，複数の項目の関連付けが認められたの
は半数の 6 名のみだった（Table 1－�）。なお，
関連付けが十分かどうかの基準があるわけではな
いので，ここでは機械的に 2 以上の項目が挙げら
れていた場合に関連付けがなされているとみなし
た。
　認められなかった 6 名については，指導内容が
単独の区分項目で指導されている可能性が高く，
少なくとも計画上は単独区分項目の指導となって
いる（Table 1－�）。
　このうち，指導目標の設定に際して考慮した実
態に「健康の保持」以外の区分に相当する内容

（実態内容）が示されていたのが 4 名だった。す
なわちこの 4 名は，指導目標自体は複数の区分に
相当する実態内容から設定されていたが，実際の
指導（指導内容）は，一つの区分項目の指導に
なっていた（Table 1－�）。これが単なる計画の

「記述」の問題なのか，すなわち計画から読み取
れないだけで健康面の実態内容が実際に関連付け
て指導されているのかについては，今後，検討の
余地がある（Table 1－�）。残る 2 名は，指導目
標の段階から「健康の保持」の区分に相当する実
態内容が単独で設定されていた（Table 1－�）。
確かに健康面の内容は，他の区分内容と比べて異
質な感はある。したがってこれが「健康の保持」
の固有の問題，すなわち，健康の保持の内容が他
の区分に示される内容と関連付けて指導すること
が難しいためなのか，今後，検討して確認する必
要がある（Table 1－�）。
　一方，指導内容も項目が関連付けられていた 6
名は，実態，指導目標，指導内容に関する具体的
な記述のいずれかまたは全部で具体的な「健康の
保持」の指導の内容を認めることができた（例え
ば，排痰について，など）。また，全例で複数の
区分に相当する実態内容から指導目標が設定され
ていた（Table 1－�）。
　ただし，指導目標および指導内容の具体的な記
述において「健康の保持」の内容が明示されてい
ない場合があった。指導内容項目に「健康の保
持」の項目が含まれていなかった 3 名も，指導目
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標，指導内容のいずれの記述にも明示されていな
かった（Table 1－�）。指導目標の設定に際して
は，具体的な記述とすることが重視されるため，
評価可能である子どもの行動（姿勢や表情等も含
む）を言語化した表記となることが多いと想定さ
れる。しかし一方で，指導目標の設定に際して考
慮した実態を日々の指導場面においても十分に自
覚して指導に臨むためには（ある実態を踏まえて
指導目標を設定しても，実際には指導していない
ということがないようにするためには），指導目
標の設定に際して考慮した実態と実際に設定した
指導目標および指導内容との関係を明確にした上
で，指導目標や指導内容の具体的な記述にも表す
ことが重要である可能性が示唆される。

4．おわりに
　健康面に関する指導という観点から自立活動の
指導の区分「健康の保持」の指導の実際について
調査し，今後，研究を進める上での課題を予備的
に検討した。その結果，①医療的ケアや配慮のみ
の対応の場合や，健康面以外の課題を優先する必
要がある場合，健康面の指導が必要ないとされた
場合において，本当に指導の必要が無いのか，②
健康面の指導が難しいとされた場合において，そ
の困難の原因，③自立活動で指導しているとされ
た場合において，実態把握，指導目標および指導
内容の設定における「健康面」の項目や具体的記
述が明らかでない，あるいは指導内容の設定にお
いて項目の関連付けが明らかでない事例が少なか

らずあり，自立活動の指導の計画（記述）と実際
に指導されていることとの整合性等，といったこ
との検討の必要性を明らかにすることができた
が，そもそも絶対数が少ないため，そこから明ら
かになった課題も不確定性がある。この点も含め
て今後検討していく必要がある。
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